令和７・８年度桶川北本水道企業団入札参加資格審査申請書提出要領

１　対象業者

令和７・８年度において、桶川北本水道企業団の発注する建設工事の請負、建設工事に係る設計、調査及び測量並びにその他の業務委託の競争入札に参加しようとする者。ただし、次の各号の一に該当する者は、資格審査を受けることができません。

⑴　入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者
⑵　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１項により準用する場合を含む）の規定により、水道企業団の競争入札に参加させないこととされた者
⑶　法人税（個人事業者の場合は所得税）、消費税及び地方消費税が完納していない者
⑷　建設工事の請負、建設工事に係る設計、調査及び測量並びにその他の業務委託について、引き続き２年以上その営業に従事した実績のない者
⑸　金融機関に取引を停止されている者

⑹　建設工事にあっては、次のいずれかに該当する者

ア　申請する業種について、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定による許可を受けていない者

イ　申請する業種について、建設業法第２７条の２３の規定による経営に関する事項の審査を受けていない者
ウ　社会保険等に加入していない者
· 　社会保険等とは、「健康保険、厚生年金保険、雇用保険」の３保険のことです。
⑺　建設工事以外にあっては、次のいずれかに該当する者

ア　測量業にあっては、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の規定による登録を受けていない者

イ　建築設計業にあっては、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けていない者

ウ　警備業にあっては、警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第４条の規定による認定を受けていない者及び同法第９条に規定する届出書を埼玉県公安委員会に提出していない埼玉県の区域外に主たる営業所を有する者

エ　浄化槽清掃業にあっては、浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第３５条第１項の規定による許可を受けていない者

オ　廃棄物処理業にあっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条又は第１４条の規定による許可を受けていない者

カ　営業に関し法律上必要とする許可等を受けていない者

２　有効期間　令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで

３　受付期間　令和７年１月２０日から令和７年２月１０日まで
(消印有効)
４　提出書類　別紙参照
５　提出部数　１部（工事・設計・その他を申請する場合は、それぞれに提出してください。）
６　提出方法　郵送（簡易書留又はレターパック）による受付（持参不可）
· 　封筒の表に「令和７・８年度桶川北本水道企業団入札参加資格審査申請書類在中」と赤で記載してください。

７　提 出 先　〒３６４－００１３　埼玉県北本市中丸６丁目８３番地

　　　　　　　桶川北本水道企業団　総務課庶務係宛

８　書類作成上の注意

⑴　建設工事の申請の場合に提出する経営事項審査結果（総合評定値）通知書の写しは、審査基準日が「申請日現在において有効なもの」を提出してください。申請日現在有効なものが複数ある場合は、最新のものを提出してください。また、書類については、上記経営事項審査結果通知書の内容に基づいて作成してください。
⑵　設計、調査及び測量並びにその他の業務の委託の書類は、「申請日前直近の決算日(決算手続きが終了したもの)」を基準日として作成してください。
⑶　建設工事の申請における社会保険等の加入について
　建設工事の申請は、社会保険等の加入を資格要件としています。
　　※　社会保険等とは、「健康保険、厚生年金保険、雇用保険」の３保険のことです。
　ア　社会保険等の加入状況に係る確認方法
　　　社会保険等の加入状況は、「経営事項審査結果（総合評定値）通知書の写し」の「その他の審査項目(社会性等)」欄で確認します。
　　(ア)全ての社会保険等の加入状況が「有」又は「除外」の場合は、「社会保険等に加入している」とします。

　　(イ)いずれかの社会保険等の加入状況が「無」となっている場合は、「社会保険等に未加入」とします。
　イ　経営事項審査後に社会保険等に加入した場合
　　　上記ア(イ)に該当する者であっても次の(ア)から（ウ）に掲げる「申請日現在に、社会保険等に加入されていることが確認できる資料」を提出した場合は、「社会保険等に加入している」とします。
　　(ア)健康保険（領収書の写しは、最新のものに限る）
	加入先
	確認資料

	年金事務所
	年金事務所の保険料領収書の写し

	健康保険組合
	健康保険組合発行の保険料領収書の写し

	建設業関係の国民健康保険組合
	なし(※欄外参照)


　　　　　※　年金事務所で健康保険被保険者適用除外承認を受けて建設業関係の国民健康保険組合に加入している場合、健康保険は適用除外となります。この場合は、年金事務所発行の「厚生年金保険料の領収書」で健康保険料が０円になっていることを確認します。
　　(イ)厚生年金保険(領収書の写しは、最新のものに限る)
	加入先
	確認資料

	年金事務所
	年金事務所の保険料領収書の写し


　※上記(ア)、(イ)について
　　　健康保険及び厚生年金保険の加入先が両方とも年金事務所の場合、領収書はひとつなので１部提出してください。
　　　加入直後で領収書が未到達の場合は、次のa又はbを提出してください。

　　　a「被保険者標準報酬決定通知書」の写し(直近のものに限る)

　　　b「適用通知書」の写し
　　(ウ)雇用保険(領収書の写しは、最新のものに限る)

	納付方法
	確認資料

	ハローワークに直接申告納付
	労働(雇用)保険の保険料申告書の写し
と
領収書の写し

	労働保険事務組合に委託している場合
	事務組合発行の保険料納入通知書の写し
と
領収書の写し


　　　　　※　上記の確認資料が用意できない場合は、組合発行の加入証明書　等を提出してください。
　　　　※　加入直後で確認資料が未到達等の場合は、次のaからcのいずれかを提出してください。
　　　　　a「雇用保険加入済確認願」の原本
　　　　　b「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書(事業主通知用)」の
写し

　　　　　C「雇用保険適用事業所設置届事業主控」の写し
⑷　解体工事の申請について
「解体工事」の申請業種は、解体工事業でのみ受け付けます。とび・土工工事業での「解体工事」は申請できません。
⑸　提出書類は、ファイリング用のＡ４個別フォルダーに挟んで提出してください。留め具等で綴る必要はありません。また、個別フォルダーに業者名等を記入する必要もありません。
個別フォルダーのメーカー及び色等の指定はありませんが、見出しつきのものにしてください。
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⑹　直接入力又は手書きの場合は、ボールペン（黒）を使用してください。
⑺　登記されていないことの証明書（後見登記等ファイルに成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がないことの証明書）の発行手続きは、全国の法務局・地方法務局（本局）の戸籍課の窓口で行っています。

· 　郵送による申請は、東京法務局後見登録課のみの取扱いとなります。

　　問い合わせ先　

東京法務局後見登録課　℡０３－５２１３－１３６０（直通）
⑻　法人番号について

　　法人番号は、国税庁が「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）」に基づき、平成２７年１０月以降に法人の登記上の所在地あてに送付した「法人番号指定通知書」に記載された１３桁の番号です。
· 　１法人に１つの法人番号のため本店・支店・事業所とも同じ法人番号を使用してください。
　・提出書類
　　　「国税庁法人番号公表サイト」の法人情報の画面を印刷したもの
	「国税庁法人番号公表サイト」www.houjin-bangou.nta.go.jp
で法人名及び所在地等から検索して確認した法人情報の画面を印刷してください。


⑼　主たる営業所以外に業種毎に代理人を置く場合には、登録希望業種毎に申請をしてください。申請できる業種は、主たる営業所と代理人を置く事業所を合計して５業種までです。また、５業種以内であっても、他の事業所で申請した業種を、重ねて申請はできません。
⑽　不足書類や未記入事項がある場合につきましては、登録されない場合があります。
９　問い合わせ先

桶川北本水道企業団　総務課　庶務係

電話　０４８－５９１－２７７５

※　その他注意事項

入札参加資格者名簿に登録した場合、業者の格付け等も含めて、公表の対象となりますので、ご了承ください。
参考　個別フォルダー
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